
 

 

投資家の皆様へ

 

2018

本資料は、その

 

 

 

 

「目次」

・マネジメント分析

・質問

 

投資家の皆様へ

8 年度第１四半期

本資料は、その Q&A

「目次」 

・マネジメント分析

・質問(想定質問含む

投資家の皆様へ 

第１四半期決算を、

Q&A を纏めたものです。

・マネジメント分析 

想定質問含む)への解説

決算を、2018 年 5 月

を纏めたものです。

への解説 

 

月 8 日に発表いたしました。

を纏めたものです。 

日に発表いたしました。日に発表いたしました。 

1 

 



2 

 

マネジメント分析 

＜重要なメッセージ＞ 

１． グローバル市場で生産性改善を目的とした高付加価値工作機械の需要拡大持続 

２． オートメーション、コネクテッド・インダストリ、AI 前進 

３． 値上げ浸透も含め販売単価引き続き上昇 

４． 第 1 四半期受注 34%増。年度受注見通し 4,700 億円(期初計画 4,500 億円)へ増額修正 

５． フリーキャッシュフローは第 1 四半期から黒字化 

 

 欧米のみならず、中国を含むアジア市場においても、製造業における生産性改善、オペレータ

ー不足の解消を目的に多軸化、自動化の流れは加速しており、この第 1 四半期においても、5 軸

機、DMQP、CELOS、Technology Cycles の需要が旺盛のまま推移しました。1 月末から 2 月初

めにかけて行われた当社最大のドイツフロンテン工場でのオープンハウスにおいては、過去最高

の受注を獲得し、受注に占める 5 軸機の比率がほぼ 50%に達しました。また、自動化の導入促

進に向けて、MATRIS を開発・上市しました。工作機械とハンドリングに係るロボットシステム

を汎用モジュール化し、設計、設置リードタイムの短縮、導入コストの低減、将来におけるデザ

イン変更の容易性などの利点を追及しております。新製品展開においては、スピンドルに

speedMaster を標準搭載した横型マシニングセンタ NHX4000/5000 の第 3 世代、コンパクトか

つ高精度にしてバリュエーション豊富なターニングセンタ ALX シリーズを発表しました。 

今年の 1 月から、人件費、資材価格などのインフレを背景に、平均 3%の値上げを実施しまし

た。工作機械業界において、新製品導入時以外のリストプライスの引上げは異例のことと思いま

す。しかし、AG 社においては毎年実施してきており、グローバル市場においては当然の施策と

なっております。当社は、製品の精度・品質向上、主軸の保証期間の延長、多軸化、自動化によ

る生産性向上など、お客様への提供価値を高めて来たことから、この度の値上げも着実に受け入

れられております。 

 以上の施策により、第 1四半期の受注は前年同期比 34%増の 1,385億円と四半期ベースでは、

前年第 3 四半期のピーク水準をさらに大きく上回ることができました。計画を上回ったことか

ら、年度の受注見通しを従来の前年比 0.4%の 4,500 億円から前年比 4.8%増の 4,700 億円へ増

額修正しました。工作機械のグローバル市場での好調な需要は今しばらく継続するものと考えて

おります。今後、米国シカゴ、伊賀でのイノベーションデイズ、9 月の IMTS(米国シカゴ展示会)、

11 月の JIMTOF(日本展示会)など、需要を刺激するイベントも多数控えております。当社は、よ

り先進的な新製品、オートメーション、コネクテッド・インダストリ、AI などの投入により、

さらに計画を上回る受注獲得に努めて参ります。 

 第 1 四半期の営業利益は、52%増の 61 億円、営業利益率は 1.3%ポイント改善し 5.4%となり

好調な滑り出しとなりました。最も重視しているフリーキャッシュフローも第 1 四半期から 47

億円と黒字化し、財務体質の改善も加速しております。新たに、今期末総資産 5,000 億円以下の

目標を設定し、資産効率の改善も含めて企業価値向上に邁進して参ります。  
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ご質問への解説 
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Q：需要・受注の今後の地域別、業種別の動向は？ 

A：2018 年度第１四半期の受注は、前年同期比 34%増となり、四半期ベースでは過去最高となり

ました。日本が 83%増、米州が 43%増、欧州が 31%増、中国を含むアジアが 22%増と全地域とも好

調に推移しました。業種別には、一般機械向けが 43%増、自動車関連向けが 30%増、SMEs(Small and 

medium-sized enterprises)向けが 59%増、航空機向けが 55%増、半導体製造装置を含む電子機器

向けが 21%増、メディカル向けが 38%増と主要業種全般に渡り大きく伸長しました。 

 

Q：年度受注予想を増額した主な要因は(地域別動向)？ 

A：年度の受注見通しを、期初の 4,500 億円(前年度比 0.4%増)から今回 4,700 億円(同 4.8%増)

へ増額修正しました。第 1四半期の受注実績が 1,385 億円と、当初計画の 1,200 億円内外に対し

200 億円弱上回りました。この増額分を今回年度受注計画に反映させました。第 1四半期の受注

は、欧州、日本において計画を大きく上回りました。 

 

Q：中国事業の動向ついて？(スマートフォンなどの減速の影響は？) 

A：当社はスマートフォンの筐体の加工に関わる受注・売上はありません。従って、スマートフ

ォンの需要動向及びそれに係る設備投資動向の影響を受けません。当社の中国における事業は、

輸送機器、航空機、精密機器、金型加工向けの比率が高く、また、最近は高付加価値、自動化シ

ステムの導入意欲の高い SMEs 比率が 20%弱まで向上してきております。製品構成でみても、5

軸機の比率が 40%、横型マシニングセンタが 30%、複合旋盤が 15%程度と政府の製造業の高度化

施策に添った事業展開となっており、今後も現状の水準が継続するものと見込んでおります。 
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材価格、人件費等のインフレにスライドしたものです。機械の高精度化、高機能化、自動化等の
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、値上げは着実

受注残を保有しており、値上げによる効果は
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Q：第 1四半期の税負担率が上昇した要因は？年度ではどうなるのか？ 

A：第 1 四半期において、外貨建売上債権の換算差損が発生しました。当該損失に関しては税効

果を考慮しておらず、結果として税負担率を押し上げる結果となりました。今後の為替変動の動

向にもよりますが、年度ベースでは当該損失の影響は軽微に留まるものと予想しております。 

年度の税負担率は期初計画通り 30%程度を予定しております。 

 

Q：2018 年末、総資産 5,000 億円へ圧縮する方策は？ 

A：第 1四半期末の総資産は 5,361 億円と 2017 年 12 月末の 5,674 億円から既に 313 億円圧縮し

ました。12 月末に向けてさらに利益及びキャッシュフローが拡大すること、債権回収の早期化、

棚卸資産の削減、前受金の増加により Working Capital の改善を図ること、スイス Winterthur

の建物など不要資産の売却を進めることにより、総資産を 5,000 億円以下に圧縮する予定です。

なお、売却予定資産に関しては、減損など処理済みであり、損益への影響はないものと考えてお

ります。 

 

Q：米国保護貿易の事業に与える影響は？ 

A：グローバル市場において、当社が主力としている高精密、高機能工作機械を製造できるのは、

日本及び欧州企業のみであり、生産拠点もほぼ日本及び欧州に限定されております。米国には、

当社の競合となる工作機械メーカは存在しておりません。従って、米国の保護主義政策により競

争条件は変わらないものと考えております。当社は、米国に生産拠点を有しているので、その供

給を増やすことにより、むしろ競業企業との比較においては有利な展開ができるものと考えてお

ります。懸念事項として、保護主義政策による経済成長率の鈍化、延いては設備投資の縮小が上

げられますが、現時点においては、グローバル工作機械の受注は好調に推移しております。 
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（免責事項） 

当資料には、当社の目標、計画などの将来に関する記述が含まれております。 

これらの将来に関する記述は、当社が現在入手している情報に基づく判断および仮定に基づいて 

おります。 

今後の経営方針転換、外部要因の変化により、将来的に実際の業績と大きく異なる可能性があります。 

なお、不確定性および変動可能性を有する要素は多数あり、以下のようなものが含まれます。 

� 為替相場の変動 

� 当社が営業活動を行っている市場内における法律、規制及び政府政策の変更 

� タイムリーに新商品を開発し、市場に受け入れられるようにする当社の能力 

� 当社が営業活動を行っている市場内における政治的な不安定さ 

� 独禁法等関連する法規制又はその所轄当局による運用の変更 

 


